
第1部
・障害支援区分に関する基本的考え方
・障害支援区分認定における医師意見書の役割

平成30年３月２2日（木）

神奈川県保健福祉局福祉部

障害福祉課
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・ 障害支援区分に関する基本的考え方

① 障害福祉施策の歴史

② 障害者総合支援法による総合的な

自立支援システムの全体像

③ 障害者総合支援法の施行状況等
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「ノーマライゼーション（※）」理念の浸透
※ 障害者などが地域で普通の生活を営むことを当然とする

福祉の基本的考え

① 障害福祉施策の歴史

【H15】

【S56】
障害者基本法

（心身障害者対策基本法
として昭和45年制定）

知的障害者福祉法
（精神薄弱者福祉法
として昭和35年制定）

精神保健福祉法
（精神衛生法として
昭和25年制定）

障
害
者
自
立
支
援
法
施
行

【H18】

障
害
者
総
合
支
援
法
（※

）

施

行

支
援
費
制
度
の
施
行

精神衛生法か
ら精神保健法

へ

【S62】

精神薄弱者福祉法か
ら知的障害者福祉法

へ

【H10】

精神保健法から

精神保健福祉法
へ

【H7】

利用者が

サービスを選択
できるしくみ

３障害
共通の
制度

国
際
障
害
者
年

完
全
参
加
と
平
等

地域生活
を支援

心身障害者対策基本
法から障害者基本法

へ

【H5】

“

”

障害者基本法
の一部改正

【H23】

共生社会
の実現

難病等を
対象に

地域社会に

おける共生
の実現

【H25】
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身体障害者福祉法
（昭和24年制定）

※ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律



措置制度から支援費制度へ（H15）

支援費制度の意義

多様化・増大化する障害福祉ニーズへの対応
利用者の立場に立った制度構築

措置制度（～Ｈ１５）

行政

事業者
障害者

事業者を特定 サービス内容
を決定

行政からの受託者と
してのサービス提供

行政

事業者 障害者
事業者を選択

契約による
サービス提供

支給申請

支給決定

支援費制度（Ｈ１５～Ｈ１８）

報酬支払

支援費制度の問題点

① 障害種別ごとに縦割りのサービ

ス提供で、使いにくい

② サービス提供体制が不十分な自

治体あり（自治体間格差）

③ 財源確保が困難
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障害者自立支援法（H18）
① 障害者施策を３障害一元化

・ ３障害ばらばらの制度体系

(精神障害者は支援費制度の対象外)

・実施主体は都道府県、市町村に二分化

○３障害の制度格差を解消し、精神障害者を対象に

○市町村に実施主体を一元化、都道府県はバックアップ

② 利用者本位のサービス体系に再編

・ 障害種別ごとに複雑な施設・事業体系

・ 入所期間の長期化などにより、本来の施
設目的と利用者の実態とが乖離

○日中活動支援と夜間の居住支援を分離

○「地域生活支援」「就労支援」のための事業や重度の障害

者を対象としたサービスを創設

・養護学校卒業者の５５％は福祉施設に入所

・就労を理由とする施設退所者はわずか１％

○新たな就労支援事業を創設

○雇用施策との連携を強化

③ 就労支援の抜本的強化

・全国共通の利用ルール（支援の必要度を

判定する客観的基準）がない

・支給決定のプロセスが不透明

○支援の必要度に係る客観的な尺度（障害程度区分）を導入

○審査会の意見聴取など支給決定プロセスを透明化

④ 支給決定の透明化、明確化

○国の費用負担の責任を強化 （費用の１／２を負担）
○利用者も応分の費用を負担（原則１割）、皆で支えるしくみに

⑤ 安定的な財源の確保

・新規利用者は急増する見込み

・不安定な国の費用負担のしくみ 5



障害者自立支援法の問題点

○ 明確な理念が打ち出されていないこと

目的；「障害者及び障害児がその有する能力及び適性に応じ、自立した･･･」

○ サービス利用決定の基準や結果が、障がい者の生活の実情に見合っていないこと

○ 新たな利用者負担制度に切り替えたこと（原則１割；応益負担）

障害者総合支援法として改正（H25）

○ 目的；「障害者及び障害児が基本的人権を享有する個人としての尊厳にふさわし

い日常生活及び社会生活を営むことができるよう、･･･」

○ 障害福祉サービスの種類・量を決定するための区分について、「障害程度区分」

から「障害支援区分」へ変更（H26施行）

○ 利用者負担について、所得に応じた負担上限月額を設定（原則１割；応能負担）

○ 障害者の範囲の見直し；制度の谷間のない支援を提供する観点から、障害者の定義

に、新たに難病等を追加し、障害福祉サービス等の対象とする

段階的な見直し・改正
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障害保健福祉施策のこれまでの経緯

障害者総合支援法関係 その他障害者関連施策の動き

平成１８年 ４月：「障害者自立支援法」の一部施行（同年１０月に完全施行）

１２月：法の円滑な運営のための特別対策
（①利用者負担の更なる軽減②事業者に対する激変緩和措置③新法移行のための経

過措置）

４月：「障害者雇用促進法改正法」の施行

１０月：「精神保健福祉法」の施行

１２月：国連総会本会議で「障害者権利条約」が採択

平成１９年 １２月：障害者自立支援法の抜本的な見直しに向けた緊急措置
（①利用者負担の見直し ②事業者の経営基盤の強化 ③グループホーム等の整備促

進）

９月：「障害者権利条約」へ署名

１１月：「身体障害者補助犬法改正法」の成立
（平成２０年１０月に施行）

平成２０年 １２月：社会保障審議会障害者部会報告の取りまとめ １２月：「障害者雇用促進法改正法」が成立
（平成２１年４月に施行（一部、段階施行あり））

平成２１年 ３月：「障害者自立支援法等改正法案」 国会提出（ → ７月の衆議院解散に伴い廃案）

９月：連立政権合意における障害者自立支援法の廃止の方針

平成２２年 １月：厚生労働省と障害者自立支援法違憲訴訟原告団・弁護団との基本合意

障がい者制度改革推進会議において議論開始

４月：低所得者の障害福祉サービス及び補装具に係る利用者負担を無料化

障がい者制度改革推進会議総合福祉部会において議論開始

６月：「障害者制度改革の推進のための基本的な方向について」（閣議決定）

１２月：「障害者自立支援法等改正法」（議員立法）が成立（平成２４年４月に完全施行）

平成２３年 ８月：「障害者総合福祉法の骨格に関する総合福祉部会の提言」取りまとめ ６月：「障害者虐待防止法」（議員立法）が成立
（平成２４年１０月に施行）

７月：「障害者基本法改正法」が成立（同年８月に施行）

平成２４年 ６月：「障害者総合支援法」が成立（平成２５年４月（一部、平成２６年４月）に施行) ６月：「障害者優先調達推進法」（議員立法）が成立
（平成２５年４月に施行）

平成２５年 ４月：基本理念の追加、障害者の範囲の見直し等について施行 ６月：「精神保健福祉法改正法」が成立
（平成２６年４月（一部、平成２８年４月）に施行)

「障害者差別解消法」が成立
（平成２８年４月に施行予定）

「障害者雇用促進法改正法」が成立
（平成２８年４月（一部、平成３０年４月）に施行）

平成２６年 ４月：障害支援区分、ケアホームとグループホームの一元化等について施行 １月：「障害者権利条約」を批准 7



8

障害者自立支援法 → 障害者総合支援法；「目的」の変遷

【障害者自立支援法】
第１条 この法律は、障害者基本法の基本的理念にのっとり、身体障害者福 祉
法、知的障害者福祉法、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律、児童福祉法
その他障害者及び障害児の福祉に関する法律と相まって、障害者及び障害児がそ
の有する能力及び適性に応じ、自立した日常生活及び社会生活を営むことができ
るよう、必要な障害福祉サービスに係る給付その他の支援を行い、もって障害者
及び障害児の福祉の増進を図るとともに、障害の有無にかかわらず国民が相互に
人格と個性を尊重し安心して暮らすことのできる地域社会の実現に寄与すること
を目的とする。

【障害者総合支援法】
第１条 この法律は、障害者基本法の基本的理念にのっとり、身体障害者福 祉
法、知的障害者福祉法、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律、児童福祉法
その他障害者及び障害児の福祉に関する法律と相まって、障害者及び障害児が基
本的人権を享有する個人としての尊厳にふさわしい日常生活及び社会生活を営む
ことができるよう、必要な障害福祉サービスに係る給付、地域生活支援事業その
他の支援を総合的に行い、もって障害者及び障害児の福祉の増進を図るととも
に、障害の有無にかかわらず国民が相互に人格と個性を尊重し安心して暮らすこ
とのできる地域社会の実現に寄与することを目的とする。



市町村

自立支援医療

補装具

障害児・者

訓練等給付

地域生活支援事業

自立支援給付

★原則として国が１／２負担

・自立訓練、・就労移行支援
・就労継続支援
・就労定着支援
・自立生活援助
・共同生活援助

★国が１／２以内で補助

・相談支援 ・コミュニケーション支援、日常生活用具
・移動支援 ・地域活動支援センター ・福祉ホーム等

支援

・広域支援 ・人材育成 等

都道府県

介護給付

・訪問系サービス
（居宅介護、重度訪問
介護、行動援護等）
・療養介護
・生活介護
・短期入所
・重度障害者等包括支援
・施設入所支援

地域相談支援給付

・地域移行支援
・地域定着支援

・サービス利用支援
・継続サービス利用支援

計画相談支援給付

② 障害者総合支援法による総合的な自立支援システムの全体像

※ 障害児に関する
サービスは、すべて
児童福祉法に位置付
けられています。
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障害福祉サービス等の体系

（注）１ 表中の「 」は「障害者」、「 」は「障害児」であり、利用できるサービスにマークを付している。
２ 県内利用者数は、平成29年４月の請求ベースであり参考値。県内事業所数は、平成29年４月１日現在。

サービス名

者 児

居宅介護（ホームヘルプ）

重度訪問介護

自宅で、入浴、排せつ、食事の介護等を行う

重度の肢体不自由者又は重度の知的障害若しくは精神障害により行動
上著しい困難を有する者であって常に介護を必要とする人に、自宅で、入
浴、排せつ、食事の介護、外出時における移動支援等を総合的に行う

児者

者

行動援護
自己判断能力が制限されている人が行動するときに、危険を回
避するために必要な支援、外出支援を行う

重度障害者等包括支援

短期入所（ショートステイ）

療養介護

施設入所支援

生活介護

自立訓練（機能訓練）

介護の必要性がとても高い人に、居宅介護等複数のサービスを
包括的に行う

自宅で介護する人が病気の場合などに、短期間、夜間も含め施
設で、入浴、排せつ、食事の介護等を行う

医療と常時介護を必要とする人に、医療機関で機能訓練、療養
上の管理、看護、介護及び日常生活の世話を行う

施設に入所する人に、夜間や休日、入浴、排せつ、食事の介護
等を行う

常に介護を必要とする人に、昼間、入浴、排せつ、食事の介護
等を行うとともに、創作的活動又は生産活動の機会を提供する

自立した日常生活又は社会生活ができるよう、一定期間、身体
機能の維持、向上のために必要な訓練を行う

児者

児者

児者

者

者

者

者

就労移行支援

就労継続支援（A型＝雇用型）

一般企業等への就労を希望する人に、一定期間、就労に必要な
知識及び能力の向上のために必要な訓練を行う

一般企業等での就労が困難な人に、雇用して就労する機会を提供するとともに、
能力等の向上のために必要な訓練を行う

者

者

共同生活援助（グループホーム） 夜間や休日、共同生活を行う住居で、相談、入浴、排せつ、食事
の介護、日常生活上の援助を行う

者

同行援護
視覚障害により、移動に著しい困難を有する人が外出する時、必
要な情報提供や介護を行う

児者

自立訓練（生活訓練）
自立した日常生活又は社会生活ができるよう、一定期間、生活
能力の維持、向上のために必要な支援、訓練を行う

就労継続支援（B型） 一般企業等での就労が困難な人に、就労する機会を提供するとともに、
能力等の向上のために必要な訓練を行う

者

者

居
住
系

訪
問
系

日
中
活
動
系

施
設
系

訓
練
系
・
就
労
系

介
護
給
付

訓
練
等
給
付

県内利用者数 県内事業所数

10,710 1,375

412 1,321

777

0

17,356

3,361

778

4,947

123

116

0

530

201

12

99

7

2,518

1,597

165

84

7,826 544

1,530 511

594 46

10,114 441



障害福祉サービス等の体系

（注）１ 表中の「 」は「障害者」、「 」は「障害児」であり、利用できるサービスにマークを付している。
２ 県内利用者数は、平成29年４月の請求ベースであり参考値。県内事業所数は、平成29年４月１日現在。

サービス名

者 児

児童発達支援

医療型児童発達支援

日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付
与、集団生活への適応訓練などの支援を行う。

日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付
与、 集団生活への適応訓練などの支援及び治療を行う。

児

保育所等訪問支援
保育所等を訪問し、障害児に対して、障害児以外の児童との集

団生活への適応のための専門的な支援などを行う。

計画相談支援

医療型障害児入所施設

障害児相談支援

施設に入所している障害児に対して、保護、日常生活の
指導及び知識技能の付与を行う。

施設に入所又は指定医療機関に入院している障害児に
対して、保護、日常生活の指導及び知識技能の付与並び

に治療を行う。

【サービス利用支援】

・サービス申請に係る支給決定前にサービス等利用計画案を作成

・支給決定後、事業者等と連絡調整等を行い、サービス等利用計画を作成

【継続利用支援】

・サービス等の利用状況等の検証（モニタリング）

・事業所等と連絡調整、必要に応じて新たな支給決定等に係る申請の勧奨

【障害児利用援助】
・障害児通所支援の申請に係る給付決定の前に利用計画案を作成
・給付決定後、事業者等と連絡調整等を行うとともに利用計画を作成
【継続障害児支援利用援助】

児

児者

地域移行支援
住居の確保等、地域での生活に移行するための活動に
関する相談、各障害福祉サービス事業所への同行支援
等を行う。

者

放課後等デイサービス 授業の終了後又は休校日に、児童発達支援センター等の施設に通わせ、
生活能力向上のための必要な訓練、社会との交流促進などの支援を行う

児

障
害
児
通
所
系

障
害
児
入
所
系

相
談
支
援
系

そ
の
他
の
給
付

利用者数 施設・事業所数

5,253 308

262 15

53

79

124

2,592

3,910

22

48

17

14

251

478

134

21 174

11,730 654

児

児

地域定着支援
常時、連絡体制を確保し障害の特性に起因して生じた緊
急事態等における相談、障害福祉サービス事業所等と連
絡帳など、緊急時の各種支援を行う。

者

福祉型障害児入所施設 児

児
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(1) 障害者数の推移

13

③ 障害者総合支援法の施行状況等

213,021 235,620 
261,835 

35,395 
43,815 

56,010 
19,982 

53,490 

56,392 

3.1%

3.7%

4.1%

0.0%

0.5%

1.0%

1.5%

2.0%

2.5%

3.0%

3.5%

4.0%

4.5%

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

400,000

平成16年３月末 平成20年３月末 平成25年３月末

身体障害者手帳交付者数 知的障害児者把握数

精神障害保健福祉手帳交付者数 県内総人口に占める割合

※ 「かながわ障害者計画」（平成26年３月）より。

268,398人

314,925人 374,237人
(人)



（単位；事業所）

（2） 障害福祉サービス事業所の指定状況（県内）

2,902

5,916

14



(3) 障害児通所支援・障害児入所施設サービス事業所の

指定状況（県内） ※ H24～児童福祉法に基づく指定

（単位；事業所）

313

813

注 各年度４月１日現在。（平成24年度のみ７月１日現在。）
児童発達支援は、福祉型児童発達支援センターを含む。
医療型児童発達支援は、医療型児童発達支援センターを含む。

H24の約2.6倍

H24の約4.1倍

15



（参考）障害福祉サービス事業所等の指定権者

根拠法 サービスの種類

指定権者

県
指定都市
・中核市

左記以外
の市町村

障害者総合
支援法

障害福祉サービス
障害者支援施設
一般相談支援事

○ ○

特定相談支援 ○ ○

児童福祉法

障害児通所支援
障害児入所支援

○ ○（注）

障害児相談支援 ○ ○

注；児童相談所設置市

16



（単位；人）年度 合 計 身体障害者 知的障害者 精神障害者 難 病

18～20年度 33,407 12,774 15,954 4,679

21年度 18,377 6,586 8,901 2,890

22年度 12,731 4,349 5,856 2,526

23年度 12,253 4,193 5,518 2,542

24年度 19,251 6,647 9,223 3,381

25年度 15,052 4,988 6,648 3,337 79

26年度 14,004 4,488 6,299 3,134 83

27年度 20,064 6,292 9,954 3,729 89

28年度 16,199 4,758 7,509 3,846 86

29年度上半期 6,709 1,837 3,009 1,828 35

（割合;28年度） 100% 29.4% 46.4% 23.7% 0.5%

(4) 障害支援（程度）区分認定者数の状況

※ 障害程度区分；18年度～26年度（途中）、障害支援区分；26年度（途中）～29年度上半期
17



(5) サービス利用者数の状況

（単位；人、事業所）

年月
支給決定を
受けた人数

サービス利用者
数（実数）

サービス提供事業
所数（実数）

H24.７ 65,980 34,910 5,031

H25.４ 70,736 36,795 5,305

H26.４ 80,220 39,058 5,436

H27.４ 93,586 41,306 5,768

H28.４ 102,212 43,170 5,915

H29.４ 107,988 45,335 6,238

18



10,373億円
（+11.4%）

1,055億円

9,330億円

462億円

9,071億円

464億円

840億円

10,849億円
（+4.6%）

11,672億円
（+7.6%）

1,248億円

19
※ 全国厚生労働関係部局長会議（平成29年１月20日）資料より。

(6) 障害福祉サービス等予算の推移（全国）



(7) 障害支援（程度）区分の二次判定の状況
（制度開始～平成26年3月）

（単位；人）

下位区分に
変更

変更なし
上位区分
に変更

(上位区分
への変更

率)
計

全 体 284 69,592 55,223 44.1% 125,099

身体障害者 169 34,109 10,050 22.7% 44,328

知的障害者 97 25,571 33,084 56.3% 58,752

精神障害者 18 9,837 12,068 55.0% 21,923

難病 0 75 21 21.9% 96

20



（平成26年4月～平成29年9月）

下位区分に
変更

変更なし
上位区分
に変更

(上位区分
への変更

率)
計

全 体 310 42,946 5,928 10.7% 55,214

身体障害者 132 14,037 893 5.3% 16,807

知的障害者 144 19,707 3,547 13.6% 26,008

精神障害者 32 8,989 1,462 12.1% 12,123

難病 2 213 26 9.4% 276

（単位；人）

21



(8) 定率負担の状況

<特別対策による軽減措置実施前>

◆ H18.11請求分

所得階層別の実際の負担額
全体平均

生活保護 低所得１ 低所得２ 一般

在宅・
通所・ＧＨ

0 3,835 4,593 8,772 5,595

0% 2.9% 3.2% 8.4% 4.8%

施設入所
0 3,442 11,866 23,128 10,852

0% 1.4% 4.5% 9.8% 4.2%

全体
0 3,723 8,036 9,722 6,849

0% 2.3% 4.0% 8.6% 4.5%

（円）

※低所得１＝市町村民税非課税世帯でサービスを利用するご本人の収入が80万円以下の世帯
※低所得２＝上記以外の市町村民税非課税世帯
※一般１ ＝市町村民税所得割額16万円未満（H19.6までは10万円未満）
※一般２ ＝上記以外の市町村民税課税世帯



◆ H20.11
請求分

<特別対策による軽減措置実施後>

所得階層別の実際の負担額
全体
平均

全体
平均生活保

護
低所得
１

低所得２ 一般１ 一般２

在宅・

通所・
ＧＨ

0 3,486 5,163 7,220 9,260 5,134 2,619

0% 2.6% 3.4% 6.7% 8.5% 4.2% 2.1%

施設
入所

0 2,398 10,957 21,143 21,693 9,662 8,632

0% 1.0% 4.3% 9.1% 8.9% 3.8% 3.2%

全体
0 3,210 7,687 7,970 10,050 6,126 3,835

0% 2.0% 3.9% 6.9% 8.5% 4.0% 2.5%

(円)

◆ H19.5
請求分



◆ H21.11実績分

所得階層別の実際の負担額
全体平均

生活保護 低所得１ 低所得２ 一般１ 一般２

在宅・
通所・GH

0 1,439 2,448 4,042 6,505 2,044 

0.0% 1.1% 1.5% 6.2% 9.2% 1.6%

施設入所
0 454 8,736 21,229 22,996 7,166 

0.0% 0.2% 2.8% 7.4% 7.9% 2.4%

全体
0 1,322 4,468 4,430 7,128 2,970 

0.0% 0.9% 2.1% 6.3% 9.0% 1.8%

◆ H22.6実績分

所得階層別の実際の負担額
全体平均

生活保護 低所得１ 低所得２ 一般１ 一般２

在宅・
通所・GH

0 0 0 4,069 7,370 805 

0.0% 0.0% 0.0% 5.7% 9.1% 0.1%

施設入所
0 0 0 21,001 23,507 457 

0.0% 0.0% 0.0% 7.3% 9.3% 0.6%

全体
0 0 0 4,299 8,355 746 

0.0% 0.0% 0.0% 5.8% 9.1% 0.4%

(円)



(9) 市町村の介護給付費等に係る処分に対する
不服申立て（審査請求）の状況（H30.２.１現在）

請求対象の処分 受理件数 裁決件数 取下げ件数

障害支援（程度）区分認
定

93 54 39

支給決定 13 7 4

その他(利用者負担額) 0 0 0

計 106 61 43

（単位；件）

25

※ 平成18年度以降の累計。2件審査中


